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公的インフラの維持管理、更新費用は 2013年度からの 10年間で 1.4倍になるとされて
おり、同じ割合で道路・橋梁の維持的経費が増加すると仮定すると、2023年には約 2.4














































































アメリカでは当時の道路 5 カ年計画（SAFETEA-LU）を受けて 2009 年に超党派で
設置した National Surface Transportation Infrastructure Financing Commission
（NSTIFC、米国陸上交通インフラ資金調達委員会）が、現行のガソリン税主体の負担























                                                   

























ニュージーランドの Road User Charge（RUC）は、環境税と対距離料金制度を組み
合わせたような方式となっている。通常の乗用車はガソリン税を給油時に支払うが、デ




の Road User Charges Handbook によると料金は小型ディーゼル車や 2軸車の場合、
3.5トン未満の車両が走行距離 1,000キロメートルにつき 53ドル、3.5トン以上 6トン
以下の車体が同 60 ドル、6 トンから 9 トン以下の車両が同 119 ドル、９トン以上の車
両が同 255ドルとなっている。また上記以外に、支払証明書発行手数料がかかる。手数
料は、支払いの方式に応じて 4.80ドルから 7.80ドル（継続の場合 2.10ドル）と異なる。









州議会に Road User Fee Task Force を設立し、2006年以降複数回のパイロットプログ
ラムを実施している。 












年かけて現状のガソリン税の支払い方式から大半の車両が Vehicle Miles Traveled 
（VMT）Fee方式に切り替わると想定している。 
 


















31 台の延べ走行距離は 3.1 万マイルで、課金は合計 479 ドルとなった。仮に、燃費の
悪い車（19．2マイル／ガロン）が 479ドル分のガソリン税を支払う時に、低燃費車（例


















アメリカ土木学会テキサス支部の 2012 Texas Infrastructure Report Cardによると、





















                                                   
2 2014年 3月 12日の Mileage User Fee Alliance Conference での講演による。 












るため 2012年 1月に Street Maintenance Finance Ad Hoc Advisory Committeeを設
置。この委員会の試算によると、毎年最低でも 1500 万ドルが道路の維持管理に必要だ
とされた。 
この財政不足に対応する為に、2014 年 1 月から徴収を開始したのが Street 











































































































                                                   
6 2014年 3月 12日の MBUFAカンファレンスでのトヨタモーターエンジニアリング&マニュファク

































                                                   
7 ETC総合情報ポータルサイトによると、高速道路利用者のうち、ETCの利用率は約９割に達してい
る。国土交通省[2014]によれば、カーナビの累計出荷台数は 2013年 12月末現在で 6000万台（うち
VICSユニットは約 4000万台）に迫る勢いで、ここ 5年間は毎年 500万台程度出荷されている。 
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